
＜参考＞ 

 
【車両制限令違反に対する取り組み】 

道路の構造を保全し又は交通の危険を防止するため、道路を通行する車両は、車両制限令によ

り重量・寸法等の制限値が定められています。（道路法第 47 条第 1項） 

この車両制限令に違反する車両のうち、特に重量違反車両は、国民の財産である道路を著しく

劣化させる要因となるだけではなく、速度低下、操作性低下など、重大事故を誘発する可能性の

ある極めて危険な車両であり、厳しく取り締まる必要があります。 

高速道路６会社では、車両制限令違反車両を専門的に取り締まる部隊を組織し、日々、違反車

両に対する指導取り締まりを行うとともに、悪質な違反者につきましては、別途、独立行政法人

日本高速道路保有・債務返済機構と高速道路６会社連名による文書警告や車両制限令違反者講習

会に悪質違反者（社）の責任者を招請して対面指導を行うなど、違反撲滅に向けた取り組みを行

っているところです。 

また、「道路の老朽化対策に向けた大型車の通行の適正化方針（平成２６年５月９日 国土交

通省道路局）」に基づき、特に基準の２倍以上の重量超過等悪質な違反者に対しては、現地取締

りで違反を確認した場合、即時告発を実施するなど厳罰化を図っています。 

なお、本年１０月からは、ＮＥＸＣＯ３社が管理する道路に加え、新たに首都高速道路㈱、阪

神高速道路㈱及び本州四国連絡高速道路㈱が管理する道路においても、大口・多頻度割引の割引

停止措置等を適用するとともに、車両制限令違反情報を高速道路６会社で共有し、この情報に基

づいて、大口・多頻度割引の割引停止措置及びＥＴＣコーポレートカードの利用停止措置を高速

道路６会社において統一的に適用することにしております。 

 

【社会資本整備審議会 道路分科会 国土幹線道路部会 中間答申（抜粋）】 

平成２７年７月３０日 高速道路を中心とした「道路を賢く使う取組」において、次のように

提言されています。 
＜大型車の効果的・効率的な利用を促すための料金施策＞ 

・大型車による効果的・効率的な利用を実現するため、法令における処分の厳格化や自動取締り

機器の増設等によるさらなる取締りの強化に加えて、都心部の交通集中による環境や構造物へ

の負荷の軽減等を促進する圏央道などの環状道路の料金低減や都心部の通過交通に対する料

金施策について検討を進めるべきである。 
・加えて、特に構造物に致命的な損傷を発生させる過積載について、重量計の適切な運用により

違反が確認された過積載車両に対する割引停止のあり方についても検討を進めるべきである。 
・具体的には、東・中・西日本高速のみが導入している違反車両への割引停止措置等について、

利用者への周知を図った上で、統一化するとともに、講じた措置を高速道路会社間で共有する

必要がある。 


